
５年後見直しに係る検討について

子ども・子育て支援法附則第２条第４項及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律
附則第２条第２項において、法律の施行後５年を目途として、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、
この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとするとされている。

子ども・子育て支援法附則等の見直し規定

○その上で、検討すべき事項として考えられるものは、以下のとおり。
（１）法律上経過措置の期限が到来するものなど、見直しの検討を行わなければならない事項

ア 新制度施行後、５年間で経過措置の期限が到来する項目
イ 地方からの提案等に関する対応方針に関する項目

（２）新制度の運営等に関連し、検討が必要な事項
ア 新しい経済政策パッケージ等閣議決定されている主な事項
イ 制度の施行状況を勘案し、今後検討が必要と考えられる事項 など

○（１）及び（２）を検討した上で、直ちに検討に着手する事項と今後検討すべき事項の精査

検討の進め方

○子ども・子育て支援法（平24法65）
附 則

（検討等）
第二条 １～３ （略）

４ 政府は、前三項に定める事項のほか、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定
について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

○就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平18法77）

附 則（平成二四年八月二二日法律第六六号）
（検討）

第二条 １（略）

２ 政府は、前項に定める事項のほか、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律による改
正後の就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（以下「新認定こども園法」という。）の規定について検討を加え、その結
果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

参 考

平成30年7月30日開催
第36回子ども・子育て会議 資料１－２（抜粋）

資料２－２
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（１）ア 新制度施行後、５年間で経過措置の期限が到来する項目

項目 根拠法令等

①幼保連携型認定こども園における保育教諭の資格特例
【4】

・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の
推進に関する法律附則第５条

②幼保連携型認定こども園における保育教諭の幼稚園免許
状及び保育士資格取得の特例【5】

・教育職員免許法附則第１９項

・児童福祉法施行規則第６条の１１の２第１項の規定に基づ
き厚生労働大臣が定める基準

③みなし幼保連携型認定こども園等における職員配置に
関する経過措置【8】

・幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び
運営に関する基準附則第２条

・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の
推進に関する法律第三条第二項及び第四項の規定に基づ
き内閣総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定め
る施設の設備及び運営に関する基準附則第２項

④幼保連携型認定こども園における保健師、看護師、准看
護師のみなし保育教諭の特例【9】

・幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び
運営に関する基準の運用上の取扱いについて（平成26年11
月28日付府政共生第1104号・26文科初第891号・雇児発1128第２
号）

⑤新制度施行時点で市町村が定める利用者負担額よりも
低い保育料を設定していた私立幼稚園、認定こども園の
利用料に係る経過措置【10】

・子ども・子育て支援法施行令等の一部を改正する政令及び
子ども・子育て支援法施行規則の一部を改正する内閣府
令の公布について（平成27年3月31日付府政共生第347号・26文
科初第1462号・雇児発0331第19号）

【 】内の数字は、本資料のページ番号に対応

①及び②は法律の改正が必要な項目 ③～⑤は政省令等の改正が必要な項目
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項目 根拠法令等

⑥みなし幼保連携型認定こども園における施設長に係る
経過措置【11】

・特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準
等の改正に伴う実施上の留意事項について（平成28年8月23
日付府子本第571号・28文科初第727号・雇児発0823第１号）

⑦地域型保育事業（居宅訪問型事業を除く）における食事の
提供に係る経過措置【12】

・家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準附則
第２条

⑧地域型保育事業（居宅訪問型事業を除く）における連携
施設に関する経過措置【12】

・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に
関する基準附則第５条

・家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準附則
第３条

⑨小規模保育事業Ｂ型等に係る経過措置（保育従事者の
資格）【12】

・家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準附則
第４条

⑩小規模保育事業Ｃ型に係る経過措置（定員上限）【12】 ・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に
関する基準附則第４条

・家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準附則
第５条

⑪放課後児童支援員の認定資格研修受講に係る経過措置
【16】

・放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準
附則第２条

⑥～⑪は政省令等の改正が必要な項目

【 】内の数字は、本資料のページ番号に対応
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〔目的〕
○ 保育士に対する幼稚園免許の要件を緩和することにより、幼稚園免許・保育士資格の併有を促進し、「幼保連携型認定こども
園」への円滑な移行を促進する。 ※保育所に勤務する保育士の幼稚園教諭免許の併有状況：７４％

【通例：大学の教職課程を履修して免許状を取得する場合】

学位
（短期大学士/学士/修士） ＋ 大学等における単位の修得

（39単位/＋20単位/＋24単位）
普通免許状

（二種/一種/専修）

大学等における単位の修得
普通免許状
（二種/一種）※

保育士としての勤務経験 ＋保育士資格 ＋

ただし、以下の施設における勤務に限る。

認定こども園、認可保育所、幼稚園併設型認可
外保育施設、へき地保育所、「認可外指導監督
基準」を満たす認可外保育施設

３年 かつ ４，３２０時間

＋

※学士の学位を有する場合：一種免許状
※短期大学士、専門学校卒の場合：二種
免許状

（内訳）

・教職の意義及び教員の役割

・教員の職務内容（研修、服務及び身分保障等を含む。）

・教育に関する社会的、制度的又は経営的事項

・教育課程の意義及び編成の方法

・保育内容の指導法、教育の方法及び技術

・幼児理解の理論及び方法

２単位

２単位

１単位

２単位

１単位

〔メルクマール〕
➀保育所保育指針に基づき教育・保育を実施していること
➁小学校就学前の幼児を対象としていること

➂一定規模の集団により継続的に教育・保育を行うことを目的として
いること
➃上記①～③を担保する行政監督（許認可等）の仕組みがあること

※新たな認定こども園制度施行（平成２７年４月以降）から５年間の特例

８単位

【今回の特例措置】（「幼稚園教諭の普通免許状に係る所要資格の期限付き特例に関する検討会議」にて検討）

②幼稚園免許状取得の特例の概要
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○ 幼稚園教諭免許・保育士資格の併有を促進するために、実務経験を有する幼稚園教諭の保育士資格取得につ
いて、履修科目・試験科目を軽減する特例を設ける。

幼稚園教諭
免許所有者の

保育士資格取得

保育士
登録

または

保育士
試験合格

○ 特例適用には、以下の施設における３年かつ４，３２０時間の勤務経験が必要
〔６時間×２０日×３年（３６か月）＝４，３２０時間〕

・幼稚園、認定こども園、保育所、特別支援学校幼稚部、小規模保育事業を実施する施設、事業所内保育事業を実施する施設、
特例保育を実施する施設、認可外保育施設（認可外保育施設指導監督基準を満たし、一定規模の集団により、継続的に保育を行う施設）、
幼稚園併設型認可外保育施設

②筆記試験受験
〔現行：実務経験不問〕

・筆記試験９科目のうち２科目と実技試験を免除

〔特例：実務経験あり〕
・筆記試験９科目のうち３科目と実技試験免除 （試験免除科目：3科目）

・教育原理
・保育の心理学
・保育実習理論〔特例による免除〕

①科目履修による筆記試験免除
〔現行：実務経験不問〕

・所定科目の３４単位履修により、筆記試験免除

〔特例：実務経験あり〕
・所定科目の８単位履修により、筆記試験免除

（履修科目：8単位）
福祉と養護‥2単位
保健と食と栄養‥2単位
乳児保育‥2単位
相談支援‥2単位

通常の
保育士資格取得

①科目履修‥所定科目の６８単位履修により、養成施設卒業

②試験受験‥筆記試験９科目と実技試験を受験

卒業により資格取得

筆記試験に合格

※幼稚園で働く幼稚園教諭の７５％が保育士資格を併有
※新たな認定こども園制度施行（平成２７年４月以降）から５年後までの特例

筆記免除により合格

筆記試験に合格

○特例制度を活用して円滑に保育士試験を取得できるための環境を総合的に整備（平成26年度試験から実施）
・申請の手数料を2,400円に引き下げ ・合格通知の発送を早期化 ・保育士養成施設における受講料を補助（最大10万円補助）

保育士資格の取得の特例の概要
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※各年度4月1日現在

保有資格＼年度
人数 割合

H29年度 H28年度 H29年度 H28年度

両方保有 ７３，１２６ ５４，０８８ ８９．２％ ８７．８％

どちらか一方のみ保有 ８，８７６ ７，５３８ １０．８％ １２．２％

幼稚園教諭のみ ２，２７２ ２，１０４ ２．８％ ３．４％

保育士のみ ６，６０４ ５，４３４ ８．１％ ８．８％

総 数 ８２，００２ ６１，６２６ １００．０％ １００．０％

（参考）

H29.4.1現在 H28.4.1現在

幼保連携型認定こども園の施設数 ３，６１８ ２，７８５

幼保連携型認定こども園の保育教諭の幼稚園教諭免許及び保育士資格の保有割合

6


